
牛久市優良建設業者の表彰に関する告示  

 

 

令 和 ６ 年 ２ 月 １ ６ 日 

告示 第  ３１  号  

 

 

（目的）  

第１条 この告示は、牛久市が発注した建設工事に対し、誠意をもって適切に施工

し、特に優良な成績で完成させた建設業者の実績を称えることで、建設業者の施

工意欲の高揚及び施工技術の向上を図り、公共事業の品質を確保することを目的

とする。  

 （定義）  

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1) 建設工事 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第

２条第１項に規定する建設工事をいう。 

(2) 建設業者 法第２条第３項に規定する建設業者をいう。 

(3) 評定 牛久市建設工事成績の評定に関する告示（令和４年告示第７２号）の

規定に基づく評定の結果をいう。  

 （表彰対象者）  

第３条 優良建設業者として表彰の対象となる建設業者（以下「表彰対象者」とい

う。）は、当該表彰実施年度の前年度（以下「表彰対象年度」という。）において、

当初請負代金額５００万円以上の建設工事を完成させた者のうち、当該建設工事

の評定で優れた成績を収め、かつ、次の各号に掲げる要件をすべて満たすものと

する。この場合において、共同企業体を表彰対象者とするときは、当該共同企業

体を構成するすべての建設業者が、次の各号に掲げる要件をそれぞれ満たさなけ



ればならない。  

(1) 表彰対象年度において完成させたすべての建設工事の評定が、いずれも６５

点以上であること。 

(2) 牛久市契約規程（平成１１年告示第８８号）第３６条又は第３７条の規定に

基づく指名停止措置を受けていないこと。 

(3) 市税の滞納がないこと。  

 （候補者の推薦）  

第４条 工事主管課長は、前条に規定する表彰対象者の中から被表彰候補者を選定

し、建設業者表彰推薦書（様式第１号）により市長に推薦するものとする。  

 （被表彰者の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による推薦を受けたときは、第９条に規定する牛久市

優良建設業者表彰審査会に審査を付するものとする。  

２ 市長は、前項の規定による審査結果に基づき、被表彰者を決定するものとする。  

 （審査の基準）  

第６条 審査基準は、次に掲げるとおりとする。  

(1) 工事の内容が、契約の条件に従い確実に履行されていること。 

(2) 工事において、労働災害及び公衆災害等（受注者の責めに帰すことができな

いものを除く。）を起こしていないこと。 

(3) 工事施工中の資機材管理、安全管理及び周辺環境対策に対して十分に意を尽

くし、適切な措置を講じていると認められること。 

(4) 高度の技術を必要とする工事を旺盛な責任感を持って工期内に完成させ、か

つ、施工技術が優良であると認められること。 

(5) 重大な災害又は緊急を要する工事を施工するにあたって、献身的に努力し、

よく困難を克服したと認められること。  

 （表彰の方法）  

第７条 市長は、第５条の規定により決定した被表彰者に対し、賞状を贈呈し、表

彰するものとする。  



 （表彰の取消し）  

第８条 市長は、第４条の規定による推薦の日から前条の規定による表彰の日まで

の間において、被表彰者に第３条に規定する要件を満たさない事実が判明したと

きは、表彰を取り消すものとする。  

 （優良建設業者表彰審査会の組織等）  

第９条 被表彰者の審査を行うため、牛久市優良建設業者表彰審査会（以下「審査

会」という。）を置く。  

２ 審査会の委員は、次の各号に掲げる職にある者とし、委員長は副市長をもって

充てる。ただし、副市長に事故あるとき、又は欠けたときは、検査主管部長がこ

れを代理する。  

(1) 副市長 

(2) 総務部長 

(3) 市長公室長 

(4) 経営企画部長 

(5) 環境経済部長 

(6) 建設部長 

(7) 教育部長  

３ 委員長は、審査会の会務を総理し、会議の議長となる。  

 （会議）  

第１０条 会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員の過半数の出席で成立する

ものとする。  

２ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。  

３ 会議は、必要に応じて関係職員に出席を求め、説明又は意見を聴くことができ

る。  

４ 委員長は、会議の結果を市長に報告するものとする。  

 （庶務）  



第１１条 審査会の庶務は、検査主管課において処理する。  

 （その他）  

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。  

 

 

 

附 則  

この告示は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度に完成した工事から適用

する。  


